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研究成果の概要：本研究では、労働力・資本の移動や貿易の活性化といったグローバリゼーシ

ョンが、各国、各地域、そして各都市の労働市場にどのようなインパクトを与えるかを明らか

にした。特に、都市化に伴う集積の経済と失業や人的資本移動の形成に焦点をあて、その相互

関係を詳細に分析した。また、移動可能な資本に対する課税や貿易が行われているもとでの消

費税などの政策がどのように労働市場に影響を与えるのか、そして、その社会厚生への影響は

どのようなものかを明らかにした。 
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１． 研究開始当初の背景 
近年、国内外を問わず物、人、企業の地理的
移動が活発になってきている。国の中におい
ては、経済活動の大都市への集中が観察され、
そのメリット・デメリット（集積の経済・不
経済）が様々な角度から分析されてきた。実
に世界で 5 割(先進国では 7 割以上、途上国
では 4 割)の人が都市部に暮らすようになっ

た現在では、こうした集積の経済・不経済は、
人々の働く環境に大きな影響を及ぼすよう
になったと考えられる。 
一方で、刻々と進展するグローバリゼーシ
ョンは多くの議論を呼び、近年では国際経済
学だけでなく、都市・地域経済学のなかでも
研究が行われてきた。特に、新空間経済学
（New Economic Geography）と呼ばれる一連
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の成果は、独占的競争の理論を基礎として、
生産財や消費財の多様性と企業レベルの規
模の経済を基礎にして、現実に観察される経
済活動交流を分析する強力な道具を生み出
してきた。 
しかし、これまでの研究の中で、労働市場
を詳細に考慮した研究は十分には行われて
こなかった。国内の地域間人口移動の原因と
して必ず就職・転職が挙げられることからわ
かるように、地域経済の状況を議論するうえ
で地域労働市場の状態の吟味は必要不可欠
であると考えられる。その観点から、本研究
では、主に、様々なレベルの地域間経済活動
交流の地域労働市場への影響を分析した。 
 
 
２． 研究の目的 
グローバリゼーションは経済活動の分布に
大きな影響を与えるのであるから、集積の経
済・不経済を通じて、労働市場に大きな影響
を与えると考えられる。本研究では、こうし
たグローバリゼーションと労働市場、より具
体的には、様々なレベルの地域の労働市場に
おける雇用水準や人的資本蓄積との相互関
係を分析することを目的とした。 
また、合わせて、地域や国をまたいで影響
を与える政策、例えば、地方自治体が課す固
定資産税、国の課す法人税、そして、貿易さ
れる消費財への消費税などの効果も分析す
ることも目的とした。 
 
 
３． 研究の方法 
労働市場の状態について、特に、失業、スキ
ルおよび人的資本の形成、職業選択に焦点を
あて、グローバリゼーションがこうした事柄
にどのように影響を及ぼすのかを、特に、近
年発展してきた不完全競争の理論を基に理
論的に分析した。具体的には、失業を扱う場
合にはサーチ理論を、貿易を扱う場合には独
占的競争理論を用いた。また、地方政府間の
競争を扱う租税競争の枠組みも利用した。 
 
 
４． 研究成果 
(1) 労働市場に集積の経済がある場合に、資
本移動がなにをもたらすか、そして、その時
の政府の行動およびその社会厚生への影響
を理論的に明らかにした。 
その結果、財市場由来の集積の経済に比べ
ると、労働市場由来の集積の経済は、企業を
引き寄せる力が弱く、外資導入を狙った政策
の効果が両者の下では大きく異なることが
分かった。また、こうした違いが、労働市場
における競争の強さの違いから発生し、企業
集積がその地域の賃金水準を引き上げる効
果の強さに依存することが明らかになった。 

 
 
(2) 失業が存在する経済において、交易があ
るもとでの消費税導入の効果を理論的に明
らかにした。 
特に、消費地ベースで課税するのか、それ
とも原産地ベースで課税するのかで、よその
地域の雇用に対する効果が異なり、後者は必
ずよその地域の雇用にマイナスの影響を与
えるが、前者は、交易される財が代替財であ
ればプラスの効果を与えることが分かった。
こうした効果の違いは最適な課税スキーム
の違いへとつながるため、「労働市場が完全
で失業が存在しない場合には原産地課税が
最適になる」という結果が必ずしも妥当では
ないことを示している。 
 
 
(3) （地方）政府が供給する公共財が生産に
寄与する場合に、失業がある経済において、
資本課税が引き起こす外部性について理論
的に明らかにした。 
その結果、労働市場が完全競争的である場
合とことなり、資本課税は、よその地域の課
税基盤に対して影響を持つだけでなく、よそ
の地域の雇用水準を左右することが分かっ
た。そのため、結果として達成される地方公
共財水準が必ずしも過小にならず、標準的な
場合と異なる結果をもたらすことが明らか
になった。 
 
 
(4) 国の間の貿易がそれぞれの国の労働市
場における職業選択にどのような影響を及
ぼすのかについての理論的研究を行い、これ
までのところ、貿易が様々な経路を通じてス
キルを必要とする仕事の選択（スキル形成）
を促進する可能性があることを示した。 
特に、労働需要に影響を与える場合と労働
供給に影響を与える場合で、賃金構造に及ぼ
す影響が大きく異なり、アメリカで観察され
る賃金構造変化は労働需要を通じた変化と
整合的であり、ヨーロッパで多く観察される
賃金構造変化は労働供給を通じた変化と整
合的であることを示した。更に、労働供給を
通じた影響は、貿易により消費可能な財の種
類が増えることからくる名目所得の限界効
用の上昇が原因になりうることを明らかに
した。 
また、貿易が起業行動に及ぼす効果も分析
した。この中で、貿易を行う国の規模が異な
る場合、規模に応じて及ぼす効果が異なり、
貿易は規模の大きな国の起業を促し、規模の
小さい国の起業を妨げることが分かった。さ
らに、その程度は財の輸送費用によって異な
り、輸送費が大きい、もしくは小さい時は、
効果の違いはさほど大きくないが、輸送費が



 

 

中程度であると、国による貿易の効果の違い
が著しくなることが明らかになった。 
 
 
(5) 市場規模が職業選択にどのような影響
を及ぼすのかについての実証研究を行った。 
その結果、当該地域の市場規模が極めて重
要な要因であり、その影響は non-monotone
である可能性が明らかになった。さらに、そ
の効果は、これから起業しようとしている人
の意志決定と、その結果である自営業比率に
対して異なる影響を及ぼしていることが明
らかになった。まず、起業の意思に対しては、
市場規模は正の効果を持ち、市場の大きな地
域ほど起業の意思を持つ人の比率が高いと
いう結果を得た。次に、自営業比率には市場
規模は負の効果を持ち、市場の小さな地域ほ
ど自営業比率が高いことが明らかになった。
この結果は、どこで起業が行われ、どのよう
にその活動が広がっていくのかについての
確立された理論と整合的であり、大都市が起
業の源泉となり得ることを示していると考
えられる。 
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